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交付申請の手引き

本手引きについて

本手引きはと中小企業・小規模事業者等を対象に、交付申請を行う際の準備、手続き、注意点等に

ついて記載しています。本手引きに沿って、交付申請を行ってください。

なお、本手引きの内容は、予告なく変更となる場合があります。更新版の手引きは本事業のホー

ムページにて公開のうえ告知します。

交付申請を行うにあたっては公募要領をあわせて確認してください。
本類型の事業概要、事業内容、全体の業務フロー等について記載しています。

本手引きは、複数社連携IT導入枠に係るものです。

※通常枠、セキュリティ対策推進枠、及びインボイス枠（インボイス対応類型・電子取引類
型）については、ＩＴ導入補助金２０２４のホームページにて公開されている交付申請の手
引き（通常枠、セキュリティ対策推進枠、インボイス枠（インボイス対応類型・電子取引類
型））をご参照ください。

IT導入補助金２０２4
公募要領 複数社連携IT導入枠

アイコン 意味

注意事項を記載しています。

参考になる情報を記載しています。

記入例や入力例など、各種一例を記載しています。

システム画面において、クリックする部分を示しています。

本手引きでは、以下アイコンを用いて説明しています。

https://it-shien.smrj.go.jp/pdf/r5_koubo_fukusu.pdf
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１. 交付申請を始める前に

1. 複数社連携IT導入枠ページへのアクセス
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１. 交付申請を始める前に

4 目次に戻る

1. 交付申請とは

2. 交付申請の流れ

3. 交付申請を行う前に必要な手続き

4. 交付申請の主な入力項目

5. 交付申請の提出書類

交付申請の手引き



5 目次に戻る

１－１ 交付申請とは

交付申請とは、補助金の交付を希望する中小企業・小規模事業者等が、事業計画・事業費等を事務局へ申

請することです。申請者はIT提供事業者や外部専門家等へ相談のうえ、必要情報・書類を揃え事務局へ申

請を行ってください。

本事業の手続きは、全て電子申請にて行います。

申請者（代表事業者および参画事業者）の交付申請時における主な役割は以下の通りです

• 代表事業者：補助事業グループを代表して、事務局・IT提供事業者・外部専門家等との窓

口となり、各参画事業者が用意した資料や情報を取りまとめ、交付申請を行います。

• 参画事業者：交付申請に必要となる各種資料や情報を、補助事業グループの代表となる

代表事業者へ共有・連携します。

交付申請の手引き

１. 交付申請を始める前に



6 目次に戻る

申請マイページはWindows環境でのMicrosoft® Edge®、Google Chrome™の各最新版

にてご利用ください。

推奨環境以外でご利用された場合は、表示や動作が正しく行われない可能性があり、正しい申請情

報を提出いただけず、審査が行えません。必ず上記推奨ブラウザをご利用ください。

ホームページから複数社連携IT導入枠のページへアクセスしてください。

gBizIDにてログインを行います。

申請マイページから交付申請の作成を開始します。

公募要領の確認、基本情報・財務情報等の入力、必要書類の添付をします。

SMS認証による本人確認を行い、交付申請を事務局へ提出します。

事務局および外部審査委員会による審査を経て、事務局が採否を決定し、交付決定となります。

事務局へ提出した後、不備等が見受けられた際は、事務局から訂正を求める場合があります。

複数社連携IT導入枠ページへのアクセス１

申請者

交付申請の手引き

１－２ 交付申請の流れ

交付申請は以下の流れで行います。

gBizIDログイン２

申請者

交付申請の作成•交付申請情報の入力３

申請者

SMS認証・提出４

申請者

審査５

事務局

採択・交付決定６

事務局
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本事業の申請においては、代表事業者において「gBizIDプライム」アカウント（ID•パスワード等）
が必要となります。

-gBizIDについて-

経済産業省及び中小企業庁では、複数の行政サービスを１つのアカウントにより利用することので
きる認証システムであるgBizID（https://gbiz-id.go.jp/top/）の利用を推奨しています。
gBizIDのアカウントを取得すると、このシステムにつながる行政サービスでの利用が可能です。
また、利用することのできる行政サービスについては、順次拡大を図っていきます。なお、gBizID
のご利用には料金は発生しません。ただし、将来にわたって無料であることを約束するものではあ
りません。

本事業の申請においては、代表事業者において「SECURITY ACTION」の「★一つ星」または「★★
二つ星」の宣言が
要件となります。

-SECURITY ACTIONについて-

独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が実施する中小企業・小規模事業者等自らが、情報セキュリティ
対策に取組むことを自己宣言する制度。本補助事業では、「SECURITY ACTION」の「★一つ星」また
は「★★二つ星」の宣言を要件とし、交付申請作成時に宣言済アカウントIDの入力を求め確認を行いま
す。

gBizIDの発行について

• gBizIDプライムアカウントID発行までの

期間はおおむね2週間です。

• 早めの申請手続きを行ってください。

• 【参考】gBizID ホームページ

https://gbiz-id.go.jp/top/

SECURITY ACTION関連サイト

• 「SECURITY ACTION」の概要説明

https://www.ipa.go.jp/security/security-action/it-hojo.html

• 「SECURITY ACTION」の申込みURL

https://security-shien.ipa.go.jp/security/entry/

• お問い合わせフォーム

https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html

gBizIDプライムを取得する1

SECURITY ACTIONの「★ 一つ星」または「★★二つ星」の宣言をする2

交付申請の手引き

１－３ 交付申請を行う前に必要な手続き

本事業へ申請するにあたり、事前に取得が必要な手続きがあります。

https://gbiz-id.go.jp/top/
https://gbiz-id.go.jp/top/
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/it-hojo.html
https://security-shien.ipa.go.jp/security/entry/
https://security-shien.ipa.go.jp/portal/inquiry/index.html
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ログイン関連

gBizID

補助事業グループ情報

法人名 法人番号 法人形態 業種コード 業種

設立年月日 資本金 従業員数 正社員数 代表者役職

代表者名 本社所在地 代表者電話番号 店舗・事業所数 事業者URL

事業内容 IPAアカウントID
補助事業グループ

の概要
代表事業者としての

役割

担当者情報

担当部署 担当者名 担当者電話番号 担当者携帯番号
担当者

メールアドレス

参画事業者担当者情報

担当部署 担当者名 担当者電話番号 担当者携帯番号
担当者

メールアドレス

決算情報

決算月 従業員数 正社員数 年間平均労働時間 資本金

売上高 粗利（売上総利益） 減価償却費 経常利益

補助事業情報

補助事業名
実施エリアの現況・

課題
実施する事業 補助事業概要

生産性の向上に
向けた取り組み

加点項目に関連し
た取り組み

労働生産性
実績値集計年

（西暦）

労働生産性
実績値

労働生産性
２年目目標値

労働生産性
2年目年平均成長率

補助金申請額情報（総事業費・補助対象経費・消費税・補助金申請額）

基盤導入経費 消費動向分析経費 事務費・専門家費 全体

その他

宣誓・同意事項

交付申請の手引き

交付申請を行うにあたって、主に下記の情報が必要となるため、お手元にご準備ください。

事務局は、申請者より提出された申請内容や書類をもとに審査を行うため、正確に情報を入力し、内
容に相違や不足等がないか提出前に十分確認を行ってください。

※事務局から再提出を指示した場合を除き、一度提出した交付申請は交付申請の結果が公表される
まで取下げはできないため、注意して提出してください。

１－４ 交付申請の主な入力項目
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交付申請の手引き

１－５ 交付申請の提出書類

対
象
者

提出書類
様式
（形式）

指定ファイル名
参照
ページ

補
助
事
業
グ
ル
ー
プ

規定様式・計算用
ツールExcel

指定様式（Excel） （補助事業グループ名）_youshiki P.３9

ITツールの概要 任意様式（PDF） （補助事業グループ名）_gaiyou P.５9

システム構成図 任意様式（PDF） （補助事業グループ名）_kouseizu P.５9

実施体制図 任意様式（PDF） （補助事業グループ名）_taiseizu P.５9

実施エリア図 任意様式（PDF） （補助事業グループ名）_area P.５9

IT提供事業者
選定理由書

指定様式（PDF）
※DL時はWoｒｄ形式のため、

PDF形式に変換のうえ、提出してください
（補助事業グループ名）_it.sentei P.60

外部専門家
選定理由書

指定様式（PDF）
※DL時はWoｒｄ形式のため、

PDF形式に変換のうえ、提出してください
（補助事業グループ名）_senmon.sentei P.61

代
表
事
業
者

実在証明書
履歴事項全部証明書（PDF）
（発行から3ヶ月以内のもの）

（補助事業グループ名）_d.jitsuzai P.62

事業継続確認書類

税務署の窓口で発行された直近分の

法人税の納税証明書（PDF）

（「その1」もしくは「その2」）

（補助事業グループ名）_d.keizoku P.63

参
画
事
業
者

活動証明確認書 任意様式（PDF） （補助事業グループ名）_s.shomei P.６6

実在
証明書

法人
組合員等の名簿（PDF） （補助事業グループ名）_s.meibo P.６5

履歴事項全部証明書（PDF） （補助事業グループ名）_h.jitsuzai P.６7

本人確認
書類

個人
身分証明書（運転免許証、運転経歴証明書、住民票）

（PDF）
（補助事業グループ名）_k.jitsuzai P.６7

事業継続
確認書類

法人
税務署の窓口で発行された直近分の法人税の納

税証明書（「その1」もしくは「その2」）（PDF）
（補助事業グループ名）_h.keizoku P.６8

個人

税務署の窓口で発行された直近分の所得税の納

税証明書（「その1」もしくは「その2」）（PDF）

および

税務署が受領した直近分の確定申告書の控え

（PDF）

（補助事業グループ名）_k.keizoku.nouzei
（補助事業グループ名）_k.keizoku.kakutei

P.６8

交付申請には下表に記載されている書類の提出が必要です。

参画事業者が提出すべき書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の
別によって異なります。P.６4を併せてご確認ください。
詳細については公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」及び「３－２ 交付申
請方法と必要な様式・添付資料」を確認の上、必要な書類を準備し、交付申請の手続きを行ってくだ
さい。

ご提出いただいた書類にマイナンバー、保険者番号等の個人情報が記載されている場合、

事務局にて該当の添付書類を削除いたします。書類の添付に際しては、原則マイナンバー、

保険者番号等の個人情報が記載されていない書類を提出してください。マイナンバー、保

険者番号等の個人情報が記載されている場合は、個人情報の記載個所を黒塗りにするな

ど判別できないようにしてください。
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２. 交付申請システムから入力する

10 目次に戻る

1. 複数社連携IT導入枠ページへのアクセス

2. gBizIDでのログイン

3. 公募要領の確認

4. 基本情報入力（代表事業者）

5. 基本情報入力（補助事業グループ・参画事業者）

6. SECURITY ACTION照合

7. 申請要件に関する確認

8. 財務情報入力

9. アンケート入力

10. 計画数値入力シート

11. 書類添付（代表事業者）

12. 書類添付（補助事業グループ・参画事業者）

13. 補助金申請情報の確認

14. 申請要件の確認

15. 確認

16. SMS認証

17. 完了
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交付申請は、申請マイページを用いて行います。代表事業者は、申請に必要な情報と書類を取りまとめたう
えで、申請マイページより申請を行ってください。

交付申請における注意点

◼交付申請画面イメージについて

画面イメージに用いている申請情報、数値はサンプルです。画面イメージに入力された情報に関す
るお問い合わせは、一切受け付けておりません。申請の手順をわかりやすく示すための画面イメー
ジであることをご理解ください。

◼推奨ブラウザについて

申請マイページ、IT事業者ポータルのご利用は、Windows環境でのMicrosoft® Edge®、
Google Chrome™の各最新版をご利用ください。

推奨環境以外でご利用された場合は、表示や動作が正しく行われない可能性があり、正しい申請情
報を提出いただけず、審査が行えません。

◼交付申請前の書類準備

「４．交付申請に必要な書類を揃えましょう」に記載の必要な書類を揃えてから、交付申請を開始し
てください。

gBizIDにてログインを行います。

gBizIDを用いて、申請マイページへログインを行います。

申請マイページから交付申請の作成を開始します。

基本情報・財務情報等の入力、必要書類の添付をします。

SMS認証による本人確認を行い交付申請を事務局へ提出します。

２. 交付申請システムから入力する

gBizIDプライムの取得

gBizIDログイン

交付申請の作成•交付申請情報の入力

SMS認証・提出

申請の流れ
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２－１ gBizIDの取得

２－２ gBizIDでのログイン

ホームページ上の「複数社連携IT導入枠の登録申請はこちら」からアクセスしてください。

「１－３ 交付申請を行う前に必要な手続き」を参照の上、gBizIDを取得してください。

イメージ

交付申請を行う前に、gBizIDプライムアカウントを取得してください。

詳細はP.７をご確認ください。

申請マイページ開設後は、ホームページ上の「申請マイページ」からアクセスしてください。

複数社連携IT導入社枠の登録申請はこちら
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２－２ gBizIDでのログイン

gBizIDを用いて申請マイページへログインしてください。

イメージ

gBizIDを変更した場合、旧gBizIDに紐づく申請情報は自動的に引き継がれません。
あらかじめ下記情報をご準備のうえ、コールセンターまで連絡してください。
なお、申請情報の引き継ぎに３～５営業日程度時間を要します。

① 申請者の法人番号及び法人名

② 交付申請番号

③ 新旧のgBizID
④ ③のgBizIDに紐づく申請枠/類型
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２－３ 公募要領の確認

「申請者メニュー」タブの「交付申請情報詳細」を押下してください。

イメージ
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２－３ 公募要領の確認

公募要領を確認し、「手続き画面へ」を押下してください。

イメージ

各画面において必須項目を入力し、正常に画面遷移ができた場合は、画面遷移前ま

での入力情報が一時保存されます。入力途中の場合、入力情報は保存されませんの

でご留意ください。



交付申請の手引き

16 目次に戻る

２－４ 基本情報入力（代表事業者）

代表事業者の基本情報を入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

17 目次に戻る

２－５ 基本情報入力（補助事業グループ・補助事業者情報）

補助事業グループの基本情報を入力し、「次へ」を押下してください。補助事業グループの基本情報を入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ

「参画事業者数」に
は、「９」以上の数
値を入力してくだ

さい。



交付申請の手引き

18 目次に戻る

２－６ SECURITY ACTION照合

SECURITY ACTIONの自己宣言IDを入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

19 目次に戻る

２－７ 申請要件に関する確認

該当する事業にチェックを入れて、続く設問に最後まで回答し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

20 目次に戻る

２－８ 財務情報入力

◼ 従業員数

従業員がいない場合、従業員数には０を入力し、代表者・役員数を入力してください。

◼ 資本金または準備金

資本金がない組織形態の場合、資本金に該当する費目の金額を入力してください。

該当する費目については、事務局ではわかりかねますので申請者にて判断をしてくださ

い。

財務情報を入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

21 目次に戻る

２－９ アンケート入力

アンケートに回答し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

22 目次に戻る

２－１０ 計画数値入力

計画数値を入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ

「2年目年平均成
長率」には、「5」以
上の数値を入力し

てください。

労働生産性:年平均成長率(2年間)

労働生産性:目標値(2年間)



交付申請の手引き

23 目次に戻る

２－１１ 書類添付（代表事業者）

必要な書類を添付し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

24 目次に戻る

２－１２ 書類添付（補助事業グループ・参画事業者）

➢ 提出書類の注意点については本手引き「４．交付申請に必要な書類を揃えましょう」を参
照してください。

➢ 代表事業者が公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」にある
(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）に該当しない場合において、個人事業主の参画事業者
に提出いただく本人確認書類、および事業継続確認書類は、交付申請提出後に提出いた
だきます。あらかじめ「交付申請最終確認画面」の備考欄に「システム上添付できない」と
記載した上で、交付申請を提出してください。詳細はP.27を参照してください。

必要な書類を添付し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

25 目次に戻る

２－１３ 補助金申請情報の確認

規定様式で計算された数値を入力し、「次へ」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

26 目次に戻る

２－１４ 申請要件の確認

申請要件に係る項目にチェックを入れ、「宣誓する」を押下してください。

イメージ



交付申請の手引き

27 目次に戻る

２－１５ 確認

入力内容及び添付書類を確認し、「次へ」を押下してください。

イメージ

➢ 事務局への連絡手段として、「備考欄」を設けています。交付
申請に関する連絡事項がある場合に入力してください。申請
情報の変更やその他問い合わせ等、交付申請以外の事項を
入力しないようご注意ください。

➢ ファイル数やファイル容量等の関係ですべての必要書類の提
出が困難な場合は、あらかじめ備考欄に「システム上添付で
きない」と記載した上で、交付申請を提出してください。

公募要領の確認画面へ戻って、
入力をし直すことができます。



交付申請の手引き

28 目次に戻る

２－１６ SMS認証

◼ 認証コードが届かない場合

電話番号、携帯電話のSMS受信設定を確認し、３０分以上の間隔をあけて再発行をお試し

ください。

※コールセンターにお問い合わせいただいても認証コードはお答えできません。

「認証コードを発行する」を押下し、届いた認証コードを入力したうえで、「事務局へ提出」
を押下してください

イメージ



交付申請の手引き

29 目次に戻る

２－１７ 完了

お疲れ様でした。交付申請は以上で完了となります。

イメージ



交付申請の手引き

３. 交付申請時・交付申請後の
対応事項を確認しましょう

30 目次に戻る

1. ステータスで交付申請状況を確認

2. 不備内容の確認および不備修正の対応

3. 書類提出

4. 通知の受領確認



交付申請の手引き

31 目次に戻る

本事業では、ステータスにて各申請の進捗状況が確認できます。交付申請におけるステータスは次のよう

に遷移します。

申請者が申請マイページの開設を完了し、交付申請の作成を開始している状態です。

３. 交付申請時・交付申請後の対応事項を確認しましょう

３－１ ステータスで交付申請状況を確認

審査が完了し、審査の結果補助事業者として採択された状態です。

交付申請の提出が完了し、事務局にて交付申請の審査を行っている状態です。

マイページ開設済/交付申請

申請者

交付申請 申請済

事務局

交付決定

事務局

審査が完了し、審査の結果補助事業者として採択されなかった状態です。

不採択

事務局



交付申請の手引き

32 目次に戻る

◼ 不備修正時の注意点

修正時の申請画面には不備内容が表示されます。不備内容を確認し、修正のうえ再提出を行ってくだ

さい。 不備が修正されないと採否が決定しません。速やかに対応をお願いします。

◼ 採否公表のタイミング

不備の解消後、交付申請内容の審査を行い、採否を決定します。事務局からの不備訂正連絡を受け、

予定されている交付決定日前に事務局へ再提出した場合であっても、当該締切回の交付決定日での

採否公表を確約するものではなく、再提出された申請内容および審査状況等により、次回締切日の交

付決定日以降の採否公表となる可能性がある点に予め留意してください。

◼ ステータスの確認

不備差し戻しが行われると、ステータスが下記の通り遷移します。不備項目を修正のうえ、申請と同

様の手順で進めてください。

３－２ 不備内容の確認および不備修正の対応

交付申請内容に不備等が見受けられた際は、事務局から不備訂正を求める場合があります。連絡を受け

た事業者は速やかに再提出に応じるようにお願いします。

分類 内容

交付申請破棄 交付申請を提出する前に申請者が申請を破棄した状態です。

申請者不備訂正中 申請者が不備内容の訂正を行える状態です。

不備訂正再提出済 事務局にて不備訂正後の内容を確認している状態です。

不備ステータス



交付申請の手引き

33 目次に戻る

３－３ 書類提出

「申請者メニュー」タブの「書類提出」を押下してください。

➢ 事務局より不備訂正依頼があり、ファイル容量やファイル数の関係で各システム画面の添付口よりす
べての必要書類を提出できない場合は、「書類提出」より必要書類を提出してください。

➢ 一度不備訂正を再提出した場合、本機能は利用できなくなりますので、「書類提出」より各システム

画面の添付口より添付できない書類を提出した後に「交付申請情報詳細」よりその他不備訂正を

行ってください。

イメージ



交付申請の手引き

34 目次に戻る

イメージ

必要な書類を添付し、「次へ」を押下してください。

３－３ 書類提出

➢ 20MB未満の「.pdf」形式のみ添付可能です。

➢ 最大添付ファイル数は20ファイルです。初回不備訂正時に20ファイルを添付した場

合、2回目以降の不備訂正時では新たにファイルを添付することができませんので、

ご留意ください。

➢ 20ファイルに収まるよう、各提出書類毎に参画事業者の書類をPDF形式にてまとめ

たうえで、申請マイページの書類添付欄に提出をお願いいたします。詳細は本手引き

P.71～72 を参照してください。



交付申請の手引き

35 目次に戻る

入力内容及び添付書類を確認し、「次へ」を押下してください。

３－３ 書類提出

イメージ



交付申請の手引き

36 目次に戻る

書類提出完了画面を確認してください.

３－３ 書類提出

イメージ



交付申請の手引き

37 目次に戻る

３－４ 通知の受領確認

本事業では、各種通知、お知らせを事務局から通知にて行います。申請状況にあわせて各通知を受領
していることを確認してください。

申請を行う際には、事務局からの通知を受信できる通知アドレスを登録し、
@shinsei.it-shien.smrj.go.jpを受信できるように設定してください。

分類 内容

本人確認メール（SMS)
事務局へ交付申請を提出する際、本人確認のために申請者の携帯番
号に送信されるSMSです。通知された認証番号を用いて申請書を提
出してください。

交付申請不備通知メール
交付申請内容に不備があり、事務局から差し戻したことを通知します。
申請マイページから不備内容を確認のうえ、速やかに不備修正を行っ
てください。

交付申請提出完了メール
代表事業者による事務局への交付申請の提出が完了したことを通知
します。

採否結果通知メール 外部審査員による審査を経て決定した、交付申請の採否を通知します。



４. 交付申請に必要な書類を揃えましょう

38 目次に戻る

交付申請の手引き

1. 補助事業グループとして準備する書類

2. 代表事業者として準備する書類

3. 参画事業者として準備する書類

4. 各提出書類のまとめ方



39 目次に戻る

交付申請の手引き

４－１－１ 規定様式

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４. 交付申請に必要な書類を揃えましょう

• 資料ダウンロードページ内の以下の画面から「交付申請・事業実施」を選択し、「各種様式」内の

「規定様式・計算用ツールExcel（以下、規定様式）」をダウンロードして下さい。

• 規定様式内には、事務局へ提出が必要な『【様式】』とこれらの様式に入力する数値等を算出

するための『【計算用ツール】』の2種類のシートが保存されています。

• 参画事業者数や導入するITツールの数によっては、各シート内で記入箇所が不足する場合

がございます。行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法

は P.７４ を参照してください。

• 一部の計算用シート（特に【B.労働生産性】）には、各事業者の取り扱いに注意の必要な情報

も含まれますので、やり取りには十分ご注意ください。

• 実施する事業内容によっては記入不要な様式もありますが、その場合でも様式のシートの

削除は行わないでください。

• 規定様式を申請マイページにアップロードして申請を行う際は、ファイル名を『（補助事業グ

ループ名）_youshiki』と変更の上、PDFなどには変換せずエクセルファイルのまま添付し

てください。

資料ダウンロードページから該当書類をダウンロードしてください。1

各様式に必要な情報を記入してください。２

ファイル名を「（補助事業グループ名）_youshiki」に変更してください。３

規定様式作成の流れ

イメージ



40 目次に戻る

交付申請の手引き 代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の一覧と目的

様式名 用途
提出
要否

A【様式１】参画事業者情報

◼ 代表申請者を除く、補助事業グループ内のすべての参画事業
者の情報を記入していただきます。

◼ 本様式により参画事業者が本事業の事業者要件に適している
か否かの審査を行います。

必須

B【計算用ツール】労働生産性（事業者毎算出用）
B【計算用ツール】労働生産性（補助事業グルー
プ算出用）

◼ この2種の計算用ツールを用いて算出された『補助事業グルー
プ』としての労働生産性（実績と目標）を申請マイページに入力
していただきます。

不要

C【様式2】導入ITツール情報

◼ 導入を予定している補助の対象となるすべてのITツールの概
要を『基盤導入経費』『消費動向分析経費』に分けて整理し、記
載してください。

◼ 本様式により、導入を検討しているITツールが本事業の補助
対象として適しているか否かの審査を行います。

必須

D【様式3】実施事業区分（基盤導入経費）
E【様式4】実施事業区分（消費動向分析経費）

※事業内容によって、どちらか一方もしくは両方が必須
◼ 補助事業グループに属する事業者がC【様式2】に記載した、ど

のITツールを使用するのかを記載してください。
◼ 本様式により、すべてのグループ構成員がITツールの利用を

する事業者であることを確認します。（代表事業者はITツール
を導入する場合のみ）

△

F【計算用ツール】基盤導入経費
F【様式5】基盤導入経費

※基盤導入経費の利用がある場合は作成必須
◼ 本様式は補助金額の算出に利用します。

△

G【計算用ツール】消費動向分析経費
G【様式6】消費動向分析経費

※消費動向分析経費の利用がある場合は作成必須
◼ 本様式は補助金額の算出に利用します。

△

H【様式7】その他経費 ※その他経費の利用がある場合は作成必須 △

I【様式8】事業全体経費
◼ F【様式5】、G【様式6】、H【様式7】でそれぞれ算出した補助金

額を合計し、事業全体の補助金額を算出します。
必須

➢ 計算用シートの使い方について

✓ 計算用シートは、補助事業グループに属する事業者（代表事業者を含む）ごとに利用してい
ただく『下書き』に相当します。

✓ 計算用シートの作成は、以下のどちらの方法を取っていただいても構いません。

① 代表申請者が参画事業者から数値等を集約して作成する

② 計算用シートを別ファイルにコピー（切り出し）して、各事業者に配付し個別に入力
いただいたうえ、回収する



41 目次に戻る

業種コード、分類の検索、入力について

• 業種コード、業種の大分類•中分類・小分類・細分類は政府統計ポータルサイト『e-Stat』内

の『日本標準産業分類（平成25年［2013年］10月改定）』で検索していただくことができ

ます。

※検索はこちらから（https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10）

• なお、業種コードは以下項目を必ず入力してください。

➢ 大分類は、先頭に振られるアルファベット１文字

➢ 中分類は、2桁の数字

➢ 小分類は、３桁の数字

➢ 細分類は、４桁の数字

※政府統計ポータルサイト『e-Stat』上では業種コードは分類コードと表記されています。

交付申請の手引き

➢ A【様式1】参画事業者情報

✓ 代表事業者を除く、すべての参画事業者の情報を入力してください。
※一部参画事業者の個人情報に該当する内容も含まれますので、取り扱いには十分ご注
意ください。
※不要（空欄）行を削除する必要はありません。

✓ 入力する項目は、申請マイページに直接入力をしていただく『代表事業者の法人基本情
報』および『代表事業者の担当者情報』に準じております。 原則、すべての欄に正しい情報
を入力いただきますが、URLや担当部署名など、該当する情報がない場合は未入力のま
まとしてください。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10


42 目次に戻る

交付申請の手引き

➢ B【計算用ツール】労働生産性（事業者毎算出用）・（補助事業グループ算出用）

✓ B【計算用ツール】労働生産性（事業者毎算出用）について

• 本事業では、補助事業グループに属する複数の中小・小規模事業者等が連携してIT
ツールを導入することにより、生産性の向上を図ることを目的としています。
代表事業者を含めたすべての事業者の現状の労働生産性を認識し、それを基に事業終
了後2年間の労働生産性の年平均成長率（目標値）を設定するために利用していただく
ツール（Excelファイル）となります。

• まず、このツールに各事業者の直近1年間の営業利益•人件費・減価償却費•従業員数•
平均労働時間を入力することにより、労働生産性の実績値を算出し、そのうえで、それ
に対する2年間の目標値を入力、生産性を算出します。

✓ 労働生産性について

• 本事業における労働生産性とは、『どれだけの労働投入量に対し、どれだけの付加価値
を算出したかの比率』としています。
つまり、直近1年間の『付加価値額（=営業利益+人件費+減価償却費）を従業員の総労
働時間で割る』ことで、事業者ごとの生産性を算出することができます。

• 『従業員の総労働時間をより少なくし、さらに付加価値額を大きくする』ことで労働生
産性を高めていくことができるため、その視点で2年間の目標値を事業者ごとに設定
していただきます。

• その目標は２年間の事業計画において、労働生産性を年平均成長率５％以上向上させ
る必要があります。

※例えば、実績で100であった生産性が、2年後に110になった場合、『2年間で10%
伸びたから、1年あたり5%の伸び』とするのではなく、CAGR（年平均成長率）の考
方に則り計算するため、年平均成長率は『4.８８%』となります。

※ただし、ＩＴ導入補助金２０２２及び２０２３の通常枠（A・B 類型）、デジタル化基盤導
入枠（複数社連携ＩＴ導入類型）にて交付を受けた事業者が本事業のグループ構成員
に含まれる場合、労働生産性を年平均成長率６％以上となるような目標値を設定し
てください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法



➢ B【計算用ツール】労働生産性（事業者毎算出用）
イメージ
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交付申請の手引き 代表事業者 参画事業者補助事業グループ

➐

➍ ➎

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

交付申請時

提出不要

➊

➋

➌

➏

➊ 事業者名

• 事業者名を入力してください。代表事業者を含めた補助事業グループ内すべての事
業者ごとにこのシートを作成し、労働生産性を算出してください。

➋ 実績値集計年

• すべての事業者で同一の期間（1年間）の各数値を記載してください。

➌ 営業利益・人件費・減価償却費（実績値）

• 上記で設定した1年間の営業利益・人件費・減価償却費を入力します。付加価値額は
自動計算されます。

➍ 従業員数・年間平均労働時間

• 常時雇用する従業員数（公募要領2 - 2 - 1（４）中小企業•小規模事業者等の定義を
参照）と、それら従業員の1年間の労働時間（残業など含む）の平均労働時間を入力し
てください。

➎ 労働生産性

• 『付加価値額÷（従業員数×平均労働時間）』が自動計算され、小数点以下第1位まで
表示されます。

• ここで算出された労働生産性を、次のシートにある『B【計算用ツール】労働生産性（補
助事業グループ算出用）』で利用してください。

➏ 1年目・２年目目標値

• 実績値を参考に、事業終了後2年目までの各目標数値を入力してください。

➐ ２年目の年平均成長率

• この数値が5%以上になるような目標値を設定してください。（ここで表示される年
平均成長率は目安となるものであり、 申請に必要となる数値の根拠として利用する
のは⑤労働生産性となります。

• ただし、ＩＴ導入補助金２０２２及び２０２３の通常枠（A・B 類型）、デジタル化基盤導入
枠（複数社連携ＩＴ導入類型）にて交付を受けた事業者が本事業のグループ構成員に
含まれる場合、労働生産性を年平均成長率６％以上となるような目標値を設定してく
ださい。
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交付申請の手引き

➢ B【計算用ツール】労働生産性（補助事業グループ算出用）
イメージ

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

➊ ➋ ➌

交付申請時

提出不要

✓ B【計算用ツール】労働生産性（事業者毎算出用）を用いて算出された、事業者ごとの労
働生産性をこの計算ツールに転記し、補助事業グループとしての労働生産性（年平均成
長率）を算出します。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を
参照してください。

➊ 事業者名

• 補助事業グループに属するすべての事業者名を記載してください。

➋ 労働生産性

• 前述の計算ツールにて算出された事業者ごとの労働生産性数値（実績値・1年目目標
値・2年目目標値）を入力します。

➌ 申請マイページ入力用の値

• すべての事業者の労働生産性数値の入力を行うと、自動計算で申請マイページへ入
力する申請用の数値（補助事業グループ全体の労働生産性の年平均成長率）が算出
されます。

• 算出された数値のうち、1.労働生産性の実績値、 ２. 2年目の労働生産性の目標値、
３. 2年目の年平均成長率を申請マイページに入力してください。



45 目次に戻る

交付申請の手引き

✓ 『C【様式2】導入ツール情報』から『I【様式8】事業全体経費』は実施する補助事業の内容
（補助対象とする経費の項目・類型）によって、入力が必須となる項目や作成が必須となる
様式が変わります。

ここでは事務局ホームページに掲載の『取組イメージ』を参考にした事業サンプルを作成し
ます。その事業サンプルを使用して計算用ツールの使い方及び様式の作成方法をご説明
いたします。

• 代表事業者Aが補助事業グループAを構成し、『基盤導入経費』を補助対象とした
事業を実施するケース

• 代表事業者Bが補助事業グループBを構成し、『消費動向分析経費』を補助対象と
した事業を実施するケース

※１申請において、補助上限額内であれば、取組イメージに掲載の補助対象事業を複数に
わたって実施することも可能です。

※基盤導入経費と消費動向分析経費のどちらも補助対象とした事業は、事業サンプル
【A】と【B】の両方を参照して、必要事項をご記入ください。

※代表事業者が補助事業グループを取りまとめるために要した経費及び外部専門家によ
る導入•活用支援にかかる費用（その他経費）を補助対象とする場合の様式作成について
は、後述します。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】

事業サンプル【B】

C【様式2】 ～ I【様式８】は、実施する事業内容によって作成する様式や入力項目が異なります。
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交付申請の手引き

事業サンプル【A】の補助事業概要

✓ 補助事業グループ

• 代表事業者（株式会社代表A）及び参画事業者9社からなる補助事業グループ

✓ 導入予定ITツール

• ソフトウェア：決済ソフト

• ハードウェア：PC・タブレット

✓ 経費負担

• ソフトウェア費：補助事業グループ10社で均等負担

• オプション費（データ連携オプション）：補助事業グループ10社で均等負担

• ハードウェア費：各社での負担（一部導入のない事業者も存在する）

• 導入関連費（ソフトウェア導入設定費）：代表事業者が全額負担

✓ IT提供事業者

• すべてのソフトウェア、ハードウェア、導入関連費を1社のIT提供事業者にて実施

上記概要の場合に作成が必要な様式

① C【様式2】導入ITツール情報

• 基盤導入経費欄に、導入ツールの概要を記載してください。

• 消費動向分析経費の導入がないため、下段の項目は入力不要です。

• 事業全体で導入するITツールの情報を全て入力してください。不明な情報がある場合
は、IT提供事業者、外部専門家に確認してください。

• 本様式は、IT提供事業者・外部専門家に作成を依頼することをお勧めいたします。

② D【様式3】実施事業区分（基盤導入経費）

• 補助事業グループ各社がC【様式2】に記載のITツールのうち、どのITツールを導入す
るのかをご記入いただきます。

• また、導入するITツールの代金の負担の有無を『有•無』より選択していただきます。

③ F【様式5】基盤導入経費

• 『F【計算用ツール】基盤導入経費』を用いて算出された事業者ごとの補助対象経費を入
力し、補助事業グループ全体での補助金額を算出します。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

事業サンプル【A】（基盤導入経費）の場合
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交付申請の手引き

➢ C【様式2】導入ITツール情報

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

➊ ➋ ➌ ➏➍ ➎

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

✓ 事業全体で導入するITツールの情報を全て入力してください。不明な情報がある場合は、
IT提供事業者、外部専門家に確認してください。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ IT提供事業者名

• 補助対象となるITツールを提供する事業者名をご記入ください。

• 複数のIT提供事業者からITツールを導入する場合は、IT提供事業者ごとにITツール
の情報を入力してください。

➋ ITツール名

• 製品名・サービス名・ハードウェア機種カテゴリー及び型番などをご記入ください。

• IT導入補助金202４（通常枠•インボイス枠（インボイス対応類型））にてすでにITツール
登録が完了している場合、その登録時のITツール名をご記入ください。

➌ 分類

• ソフトウェア•オプション•役務•ハードウェアの4つのカテゴリーをプルダウンから選択し
てください。

➍ ITツール概要

• 製品•サービスの概要を簡潔にご記入ください。

➎ ITツール説明URL

• ➍ ITツール概要を詳細に、もしくは補足する製品•サービスの紹介Webページがある
場合は、そのURLをご記入ください。

• URLが存在しない場合は、空欄のままとしてください。

➏ ITツールNo.

• IT導入補助金202４（通常枠•インボイス枠（インボイス対応類型））にてすでにITツール
登録が完了している場合、そのITツールNo.をご記入ください。（未登録の場合は空欄
のままとして下さい）
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➢ D【様式3】実施事業区分

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

✓ 代表事業者、参画事業者毎に導入するITツール、数量、支払いの有無を全て入力してくださ
い。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ 法人名/屋号

• 補助事業グループに属するすべての事業者について、導入するツール内容を記載して
ください。

• ツール代金の負担の有無にかかわらず、ソフトウェアを導入•使用しない事業者は参画
事業者にはなれません。

➋ ITツール名

• C【様式2】導入ITツール情報に記載したすべてのITツールが必ず含まれるよう、ご記
入お願いします。

➌ 数量

• 単位の記入は不要です。ただし、役務などの『個数』計上ができない場合を除いて『一
式』計上はしないでください。

➍ 事業費の支払いの有無

• 各事業者からIT提供事業者に対し、ITツール導入に伴う代金の直接の支払いの有無を
プルダウンから選択してください。

• P.４6の事業サンプル【A】の経費負担の場合、導入設定費は代表A社が一括して支払う
ため、参画事業者にて導入設定の 作業は行われるものの、IT提供事業者への支払い
は発生しないため、『無』が選択されています。

• 補助事業グループ内で代金を取りまとめてから代表事業者が支払うような場合は、直
接の支払いが発生しないため、 参画事業者各社の支払有無は『無』となります。

➊ ➋ ➌ ➍
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交付申請の手引き

➢ F【計算用ツール】基盤導入経費

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

➐

イメージ

➊ 事業者名
• ITツール代金の支払いがあるすべての事業者ごとに作成します。

➋～➏ 各費目
• ITツールカテゴリーごとの内容、数量、単価を記載します。

• 事業サンプル【A】の場合、代表Aが導入設定費の一括で負担するため、役務費の数量
が10（事業者分）となっています。

• また、この代表Aはハードウェアの導入を行わないため、⑤、⑥のハードウェア費欄は空
欄のままとなっています。

➐ 補助対象経費
• 費目②～④の合計及び⑤、⑥の金額が引用され、赤枠セルに自動入力されます。

• 赤枠セル3つの補助対象経費を『F【様式5】基盤導入経費』に転記します。

✓ この計算用ツールは『D【様式3】実施事業区分』に記載した各ITツールの各社における負
担金額（補助対象経費）を算出するためのツールとなります。

✓ 補助対象経費の算出は、ソフトウェア費•オプション費•役務費•ハードウェア費①(PC•タブ
レット等）•ハードウェア費②（レジ• 券売機）のカテゴリーごとに算出していただきます。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

交付申請時

提出不要

➋

➌

➍

➊

➎

➏
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➊ 事業者名
• 補助事業グループのうち、補助金を受け取るすべての事業者について、補助対象経費を記載

してください。

➋ 事業者規模
• 中小企業者等、小規模事業者等により補助率が異なります。

➌ 補助対象経費
• 前述のF【計算用ツール】基盤導入経費を用いて算出された事業者ごとの補助対象経費を入

力してください。

➍ 補助対象経費×補助率
• ➌に入力された補助対象経費に既定の補助率を乗じた金額が表示されます。
• 補助率を乗じた額が費目ごとの上限額を超える場合、セルが赤くなります。

➎ 補助金申請可能額
• ➍の金額のうち、補助金を申請できる最大の金額が表示されます。

➏ 補助金申請額
• ➎の金額を超えない範囲で申請する補助金額を設定していただきます。
• ➎を超える額が入力されますと、セルが赤くなりますので、申請額を➍を超えない範囲で調

整してください。また、基盤導入経費の補助金額の1社あたりの上限額は350万円であるた
め、補助金申請額の上限が350万を超えた場合もセルが赤くなります。その場合、1社あたり
の⑤の合計が350万円を超えないように調整してください。

➐ 補助金申請額の合計
• ➏で入力された補助金額の合計が表示されます。 ➏にエラー金額が含まれる場合、こちらも

セルが赤くなりますので、 ➏の金額を改めて調整してください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

イメージ

➢ F【様式5】基盤導入経費

➐

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ ➋ ➌ ➍ ➎ ➏
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交付申請の手引き

事業サンプル【B】の補助事業概要

✓ 補助事業グループ

• 代表事業者（代表B商店街振興組合）及び参画事業者20社からなる補助事業グループ

✓ 導入予定ITツール

• ソフトウェア ：ハードウェア付帯のアプリ

• ハードウェア ：AIカメラ、ビーコン、デジタルサイネージ

✓ 経費負担

• ソフトウェア費 ：補助事業グループに属する21社で均等負担

• オプション費 ：なし

• ハードウェア費・設置費 ：代表事業者が全額負担

✓ IT提供事業者

• IT提供事業者2社にて実施

上記概要の場合に作成が必要な様式

① C【様式2】導入ITツール情報

• 基盤導入経費欄に、導入ツールの概要を記載してください。

• 消費動向分析経費の導入がないため、下段の項目は入力不要です。

• 本様式は、IT提供事業者・外部専門家に作成を依頼することをお勧めいたします。

② E【様式4】実施事業区分（消費動向分析経費）

• 補助事業グループ各社がC【様式2】に記載のITツールのうち、どのITツールを導入す
るのかをご記入いただきます。

• また、導入するITツールの代金の負担の有無を『有•無』より選択していただきます。

③ G【様式6】消費動向分析経費

• 『G【計算用ツール】消費動向分析経費』を用いて算出された事業者ごとの補助対象経
費を入力し、補助事業グループ全体での補助金額を算出します。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

事業サンプル【B】（消費動向分析経費）の場合
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✓ 事業全体で導入するITツールの情報を全て入力してください。不明な情報がある場合は、
IT提供事業者、外部専門家に確認してください。

➊ IT提供事業者名

• 補助対象となるITツールを提供する事業者名をご記入ください。

• 複数のIT提供事業者からITツールを導入する場合は、IT提供事業者ごとにITツール
の情報を入力してください。

➋ ITツール名

• 製品名・サービス名・ハードウェア機種カテゴリー及び型番等をご記入ください。

• IT導入補助金202４（通常枠•インボイス枠（インボイス対応類型））にてすでにITツール
登録が完了している場合、その登録時のITツール名をご記入ください。

➌ 分類

• ソフトウェア•オプション•役務•ハードウェアの4つのカテゴリーをプルダウンから選択し
てください。

➍ ITツール概要

• 製品•サービスの概要を簡潔にご記入ください。

➎ ITツール説明URL

• ➍ ITツール概要を詳細に、もしくは補足する製品•サービスの紹介Webページがある
場合は、そのURLをご記入ください。

• URLが存在しない場合は、空欄のままとしてください。

➏ ITツールNo.

• IT導入補助金202４（通常枠•インボイス枠（インボイス対応類型））にてすでにITツール
登録が完了している場合、そのITツールNo.をご記入ください。（未登録の場合は空欄
のままとして下さい）

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

➊ ➋ ➌ ➍ ➎ ➏

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

➢ C【様式2】導入ITツール情報

※消費動向分析経費においても、すべての様式作成の考え方は前述の基盤導入経費と同様と
なります。
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➢ E【様式4】実施事業区分（消費動向分析経費）

✓ 代表事業者、参画事業者毎に導入するITツール、数量、支払いの有無を全て入力してくださ
い。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ 法人名／屋号

• 補助事業グループに属するすべての事業者について、導入するツール内容を記載して
いただきます。

➋ ツール名

• 【様式2】導入ITツール情報に記載したすべてのITツールが必ず含まれるよう、ご記入
お願いします。

➌ 数量

• 単位の記入は不要です。ただし、役務などの『個数』計上ができない場合を除いて『一
式』計上はしないでください。

➍ 事業費の支払いの有無

• 各事業者からIT提供事業者に対し、ITツール導入に伴う代金の直接の支払いの有無
をプルダウンから選択してください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

No. 法人名/屋号 ITツール名 数量 事業費の支払有無
1 代表B商店街振興組合 AIカメラ（型番○○） 10 有

AIカメラ用アプリ 1 有
AIカメラ用アプリ設定費 1 有
ビーコン（型番○○） 5 有
ビーコン用アプリ 1 有
ビーコン用アプリ設定費 1 有
ハードウェア設置費 1 有
屋外用サイネージ 6 有
サイネージ用アプリ 1 有
サイネージ用アプリ設定費 1 有
サイネージ設定費 1 有

2 参画①文具店 ビーコン用アプリ 1 有
サイネージ用アプリ設定費 1 有

3 株式会社参画②スーパー ビーコン用アプリ 1 有
サイネージ用アプリ設定費 1 有

4 有限会社参画③フラワー ビーコン用アプリ 1 有
サイネージ用アプリ設定費 1 有

➊ ➋ ➌ ➍

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】
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➢ G【計算用ツール】消費動向分析経費

✓ 1事業者毎の補助対象経費を算出するのにご活用ください。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ 事業者名

• ITツール代金の支払いがあるすべての事業者ごとに作成します。

➋～➎ 各費目

• ITツールカテゴリーごとの内容、数量、単価を記載します。

➏ 補助対象経費

• 費目②・③及び④・⑤の合計金額が引用され、赤枠セルに自動入力されます。

• 赤枠セル２つの補助対象経費を『【様式６】消費動向分析経費』に転記します。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

事業者名

ソフトウェア費
ITツール名 数量 単価 金額

AIカメラ用アプリ 1 36,000 36,000
ビーコン用アプリ 1 60,000 60,000

サイネージ用アプリ 1 60,000 60,000

ソフトウェア費 156,000

ソフトウェア導入関連費
ITツール名 数量 単価 金額

AIカメラ用アプリ設定費 1 80,000 80,000
ビーコン用アプリ設定費 1 80,000 80,000
サイネージ用アプリ設定費 1 100,000 100,000

ソフトウェア導入関連費 260,000

ハードウェア費
ITツール名 数量 単価 金額

AIカメラ（型番○○） 10 500,000 5,000,000
ビーコン（型番○○） 5 160,000 800,000
屋外用サイネージ 6 720,000 4,320,000

ハードウェア費 10,120,000

ハードウエア導入関連費
ITツール名 数量 単価 金額

ハードウェア設置費 1 1,000,000 1,000,000
サイネージ設置費 1 600,000 600,000

ハードウエア導入関連費 1,600,000

補助対象経費（【様式6】消費動向分析経費シート入力用）
項目 補助対象経費

ソフトウェア費・導入関連費 416,000
ハードウエア費・導入関連費 11,720,000

消費動向分析経費 12,136,000

➋

➌

➍

➊

➎

➏

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

交付申請の手引き

イメージ

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】
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交付申請の手引き

➢ G【様式6】消費動向分析経費

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

事業サンプル【A】 事業サンプル【B】

➊
イメージ

➌ ➍ ➎ ➏
補助事業グループ全体の消費動向分析経費の補助金申請可能額

グループ構成員数（者） 補助金申請可能額
20 10,000,000

事業者毎の経費

事業者名 項目 補助対象経費 補助対象経費合計
事業者毎の

補助金申請可能額
補助金申請額

ソフトウェア費・導入関連費 416,000

ハードウエア費・導入関連費 11,720,000

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

ソフトウェア費・導入関連費 140,000

ハードウエア費・導入関連費 0

140,000

140,000

140,000

140,000

140,000

140,000 93,333

93,333

93,333

93,333

93,333

93,333

93,333

93,333

代表B商店振興組合

12,136,000 8,090,666 8,090,666

93,333

参画①文具店

○○

○○

○○

○○

93,333

93,333

株式会社参画②スーパー

有限会社参画③フラワー

140,000 93,333

93,333

93,333

➋ ➐

➊ グループ構成員数

• 消費動向等分析経費の対象となるITツールを導入するグループ構成員の数を入力し
てください。

• グループ構成員数×50万円の補助金申請可能額が算出されます。代表事業者はIT
ツールを導入する場合は数に含め、導入しない場合は数から抜いてください。

➋ 事業者名

• 補助事業グループのうち、補助金を受け取るすべての事業者について、補助対象経費
を記載していただきます。

➌ 補助対象経費

• 前述のG【計算用ツール】消費動向分析経費を用いて算出された事業者ごとの補助対
象経費を入力します。

➍ 補助対象経費合計額

• ➌に入力された補助対象経費の合計金額が表示されます。

➎ 補助申請可能額

• ➍の金額に補助率2/3を乗じた金額が表示されます。

➏ 補助金申請額

• ➎の金額を超えない範囲で申請する補助金額を設定していただきます。

• ➎を超える額が入力されますと、セルが赤くなりますので、申請額は➍を超えない範囲
で調整してください。

➐ グループ全体の補助金申請額

• ➏で入力された補助金額の合計が表示されます。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。
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➢ H【様式7】その他経費

✓ 補助事業者が参画事業者をとりまとめるために要する事務費、外部専門家謝金、旅費につ
いて

• 『補助事業者が参画事業者をとりまとめるために要する事務費、外部専門家謝金、旅
費』（以降、その他経費とする） は基盤導入経費の補助金額と、消費動向分析経費の補
助金額の合計（上限3,000万円）の10%に補助率2/3を乗じて算出されます。
つまり、その他経費は3,000万円x10%x 2/3=200万円が上限額です。

• 具体的に補助の対象となる費目は以下の通りです。
事務費 ：人件費、消耗品費、備品費、印刷費、広報費、通信運搬費、

会議費、資料購入費、補助員人件費
外部専門家費 ：謝金、旅費

• これらの経費については、事前に経済産業省大臣官房会計課の発行する『補助事業事
務処理マニュアル（令和4年6月）』をよくお読みいただき、補助対象としての算出方法、
計上のルールをご確認ください。
補助事業事務処理マニュアルのダウンロードはこちら。
（https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manua
l.html）

• その他の経費を計上しない場合は、H【様式7】への入力は不要です。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

各様式の記入方法

４－１－１ 規定様式

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/jimusyori_manual.html
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➢ H【様式7】その他経費

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

補助対象経費上限額（基盤導入経費補助金申請額+消費動向分析経費補助金申請額×10％×2/3）
基盤導入経費 11,758,332
消費動向分析経費 8,743,997
補助金申請可能額 1,366,821

その他経費
項目 補助対象経費 補助金申請可能額 補助金申請額 補助率

その他経費合計 475,000 316,666 283,333 2/3
事務費 275,000
外部専門家費 200,000

事務費

費目 内容 補助対象経費 補助対象経費合計 補助対象経費×補助率 補助金申請可能額 補助金申請額

人件費 担当○○人件費 150,000

消耗品費 ○○ 20,000

備品費 0

印刷費 ○○向け資料印刷 10,000

広報費 ○○チラシ製作費 50,000

通信運搬費 0

会議費 レンタル会議室 15,000

資料購入費 0

補助員人件費 ○○配布アルバイト 30,000

■外部専門家費

費目 内容 補助対象経費 補助対象経費合計 補助対象経費×補助率 補助金申請可能額 補助金申請額

謝金 ○○取りまとめ 200,000

旅費 0

275,000 183,333 183,333 183,333

200,000 133,333 133,333 100,000

➊

➋

➍

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

補助対象経費上限額（基盤導入経費補助金申請額+消費動向分析経費補助金申請額×10％×2/3）
基盤導入経費 11,758,332
消費動向分析経費 8,743,997
補助金申請可能額 1,366,821

その他経費
項目 補助対象経費 補助金申請可能額 補助金申請額 補助率

その他経費合計 475,000 316,666 283,333 2/3
事務費 275,000
外部専門家費 200,000

事務費

費目 内容 補助対象経費 補助対象経費合計 補助対象経費×補助率 補助金申請可能額 補助金申請額

人件費 担当○○人件費 150,000

消耗品費 ○○ 20,000

備品費 0

印刷費 ○○向け資料印刷 10,000

広報費 ○○チラシ製作費 50,000

通信運搬費 0

会議費 レンタル会議室 15,000

資料購入費 0

補助員人件費 ○○配布アルバイト 30,000

■外部専門家費

費目 内容 補助対象経費 補助対象経費合計 補助対象経費×補助率 補助金申請可能額 補助金申請額

謝金 ○○取りまとめ 200,000

旅費 0

275,000 183,333 183,333 183,333

200,000 133,333 133,333 100,000
➌

✓ その他経費の補助金申請額を算出します。

✓ 入力したセルが赤く表示された場合は、入力できる金額を超過していますので、【様式5】基
盤導入経費、【様式6】消費動向分析経費の補助金申請額の調整や、「補助金申請可能額」等
を参考の上、範囲内の金額を入力してください。

✓ 行数が足りない場合は、事務局までメールにて連絡してください。連絡方法は P.７４ を参
照してください。

➊ 補助金申請可能額

• 『F【様式5】基盤導入経費』および『G【様式6】消費動向分析経費』に記載された各補助
金申請額を引用し、算出されます。

➋ 事務費の各費目

• 費目ごとの内容を簡潔に記載し、補助対象となる金額を『補助対象経費』欄に、補助金
申請額を補助金申請可能額を超えない範囲で『補助金申請額』欄 にご記入ください。

➌ 外部専門家費

• ②同様に費目ごとの内容を簡潔に記載し、補助対象となる金額を『補助対象経費』欄に、
補助金申請額を補助金申請可能額を超えない範囲で『補助金申請額』欄にご記入くだ
さい。

➍ その他経費

• ➋ ➌を入力すると、自動的に算出されます。
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交付申請の手引き

➢ I【様式8】事業全体経費

✓ I【様式8】事業全体経費はこれまでの手順に沿ってF【様式5】、G【様式6】、H【様式7】の入
力がなされると各数値を自動で引用し、 補助金の合計額を算出します。

✓ セルが赤くなっている場合は、補助金申請可能額を超えた補助金申請額が入力されてい
ます。
この場合(上記記入例の場合)は基盤導入経費=F【様式5】の内容を再度確認いただき、正
しい補助金申請額を入力してください。 また、補助金申請額が訂正された場合、『その他
経費』の上限額にも影響を及ぼす場合がありますので、その点の再確認をお願いします。

✓ I【様式8】により表示される数値は申請画面(申請マイページ)に転記していただく必要が
あります。
転記する際には桁数の間違いなどにご注意ください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－１ 規定様式

各様式の記入方法

イメージ

様式5～様式7の計算結果が自動で反映されますので、シートには保護をかけており編集できませ

ん。
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ITツールの概要、システム概要図、実施体制図、実施エリア図の書類に規定の様式はございませ

ん。各補助事業グループにてご用意の上、指定の形式（PDF）にて提出をお願いします。

各書類のファイル名を以下の通りに変更したうえで、申請マイページにて添付をお願いいたします。

• ITツールの概要 ：（補助事業グループ名）_gaiyou

• システム構成図 ：（補助事業グループ名）_kouseizu

• 実施体制図 ：（補助事業グループ名）_taiseizu

• 実施エリア図 ：（補助事業グループ名）_area

交付申請の手引き

各書類をPDF形式にてご用意ください。1

各書類を、指定のファイル名に変更してください。２

提出時の留意事項

「ITツールの概要」は、規定様式Excelの『C【様式2】導入ITツール情報』で、ITツール

説明用URLを記載していない場合は提出が必須となります。

URLを記載している場合は、省略が可能です。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－２ ITツールの概要、システム概要図、実施体制図、実施エリア図

各書類の作成の流れ
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交付申請の手引き

資料ダウンロードページから該当書類をダウンロードしてください。1

「IT提供事業者選定理由書」内の、※書き及び同意事項を確認のうえ、各項目について記載をお願

いいたします。

各項目について記載してください。２

ファイル名を「（補助事業グループ名）_it.sentei」に変更し、ファイル形式をWord形式からPDF形

式に変換したうえで、申請マイページにて添付をお願いいたします。

ファイル名を「（補助事業グループ名）_it.sentei」に変更し、PDF形式に変換してください。３

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－２ IT提供事業者選定理由書

書類作成の流れ

イメージ

• 資料ダウンロードページ内の以下の画面から「交付申請・事業実施」を選択し、「各種様式」内の

「IT提供事業者選定理由書」をダウンロードして下さい。
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「外部専門家選定理由書」内の、※書き及び同意事項を確認のうえ、各項目について記載をお願い

いたします。

交付申請の手引き

資料ダウンロードページから該当書類をダウンロードしてください。1

各項目について記載してください。２

ファイル名を「（補助事業グループ名）_senmon.sentei」に変更し、ファイル形式をWord形式か

らPDF形式に変換したうえで、申請マイページにて添付をお願いいたします。

ただし、該当者がいない場合は本書類の提出は不要です。

ファイル名を「（補助事業グループ名）_senmon.sentei」に変更し、PDF形式に変換してくだ
さい。

３

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－１ 補助事業グループとして準備する書類

４－１－３ 外部専門家選定理由書

書類作成の流れ

イメージ

• 資料ダウンロードページ内の以下の画面から「交付申請・事業実施」を選択し、「各種様式」内の

「外部専門家選定理由書」をダウンロードして下さい。
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交付申請の手引き

申請日において、発行日から３
か月以内のものであること

履歴事項全部証明書であること

※（登記情報提供サービスや現在事項証明書は認
められません

青枠の項目は申請時の入力項目です。
申請時には、履歴事項全部証明書の内
容を正確に入力してください。

•法人番号
※履歴事項全部証明書に記載の法人等番号は 12

桁です。13桁の法人番号が不明な場合は、国税庁

法人番号公表サイトにて確認してください。

•商号（法人名）
•本店住所

•設立年月日
•資本金
•役員情報

全ページ揃っていること

全ページ揃っていること

イメージ

提出にあたっては以下の要件をすべて満たしていることをご確認ください。

☑ 履歴事項全部証明書であること。

※登記情報提供サービスや現在事項証明書は認められません。

☑ 登録申請日において発行日から３か月以内のものであること。

☑ 全ページ揃っていること。

※１０MBを超える場合は事前にコールセンターへご連絡ください。

• 該当しない項目がある場合、有効な書類と認められません。

• 申請時点で最新の情報が記載された履歴事項全部証明書を提出してください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－２ 代表事業者として準備する書類

４－２－１ 実在証明書（履歴事項全部証明書）

書類準備時の留意事項
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交付申請の手引き

納税証明書（その１納税額等証
明用）または（その２所得金額
用）であること

申請時点で取得できる直近
分であること

税務署が発行していること

税目が法人税であること

※消費税等は認められません

提出にあたっては以下の要件をすべて満たしていることをご確認ください。

☑ 納税証明書（その１納税額等証明用）または（その２所得金額用）であること

※（その３）（その４）や、領収書等は認められません。

☑ 税目が法人税であること ※消費税等は認められません。

☑ 直近分であること ※申請時点で取得できる直近分に限ります。

☑ 発行元が税務署であること

• 該当しない項目がある場合、有効な書類と認められません。

※電子納税証明書の場合は、交付請求時にPDF形式にて発行されたフォーマット（窓口発行の納税証明書と

同一フォーマット）のみ有効です。 XML形式で発行された納税証明データシート等は認められません。

イメージ

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－２ 代表事業者として準備する書類

４－２－２ 事業継続確認書類（法人納税証明書）

書類準備時の留意事項
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交付申請の手引き

参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別に
よって異なります。詳細については、公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要
件」及び「３－２ 交付申請方法と必要な様式・添付資料」をご確認ください。

代表事業者が
公募要領「２－２－１ 申請の対象となる

事業者及び申請の要件」にある
(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）

に該当する場合

代表事業者が
公募要領「２－２－１ 申請の対象となる

事業者及び申請の要件」にある
(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）

に該当しない場合

P.65～６6

を参照

してください。

P.６7～70

を参照

してください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－0 事前確認事項

下記を必ずご確認のうえ、要件に合った書類を用意してください

下記に公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」にあ
る(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）の内容を一部抜粋しております。
※詳細については公募要領をご確認ください

（ⅱ） 商店街等を構成する団体であって、商店街振興組合、商店街振興組合
連合会、事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会及び中小企
業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第９条ただし書
きに規定する商店街組合又はこれを会員とする商工組合連合会にお
いて法人格を有するもの

（ⅲ） 商工会法（昭和３５年法律第８９号）に基づく商工会

（ⅳ） 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）に基づく商工会議所
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交付申請の手引き 代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－１ 実在証明書（組合員等の名簿）

書類準備時の留意事項

➢ 「○○商店街振興組合 組合員名簿」と記載する等、どこの組合員名簿か分かるようにしてくだ
さい。

➢ 事業者名（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号）、代表者名、所在地がわかる名簿
を用意してください。
※足りない項目がある場合は追加した組合員名簿をご提出ください。

➢ 組合員名簿は、名簿がインターネット上に公表されている等、補助金事業に参画しない事業者
の情報を提出することに問題が無い場合は、既存の名簿をそのまま提出することもできます。

➢ 新たに名簿を作成する際は、参画事業者のみ抽出して作成したものや、既存の名簿から、参画
事業者以外の事業者情報を削除/黒塗りしたものを提出することもできます。

➢ 参画事業者となる事業者をマーカー等でわかるようにし、『A【様式1】参画事業者情報』のNo.
をわかるように記載してください。

➢ 『A【様式1】参画事業者情報』と事業者名が異なる場合は余白等に理由を記載してください。

組合員等の名簿イメージ

○○商店街振
興組合

組合員名簿

役職 事業者名 代表者氏名 所在地 様式N0

理事長 参画①文具店 補助 太郎 東京都○○区△△1-1-1 1

理事 株式会社参画②スーパー 事業 一男 東京都○○区△△1-1-2 2

理事 有限会社参画③フラワー 参画 和子 東京都○○区△△1-1-3 3

組合員 〇〇 〇○ ○○ 東京都○○区△△1-1-4

組合員 〇〇 ○○ ○○ 東京都○○区△△1-1-5 4

組合員 〇〇 ○○ ○○ 東京都○○区△△1-1-6

組合員 〇〇 〇○ ○○

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください

ｈｇｒ
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交付申請の手引き

➢ 証明する資料には代表事業者の事業者名、代表者名、住所、日付を記載してください。

➢ 活動証明する以下の情報を必ず入れてください。

• 事業者の事業者名（法人の場合は法人名、個人事業主の場合は屋号）

• 法人番号（法人の場合のみ）

• 代表者名

• 所在地（法人の場合は本店所在地、個人事業主の場合は居住住所）

• 補助事業グループ（代表事業者）との関係性および地域で活動している内容を詳細に記載
してください。（複数者の場合はリストでの提出も可）
記載例：○○商店街振興組合（代表事業者）に属する商店街の一個店として、特産品販売
を行い、当該地域の商業活性化、観光振興等を担っている 等

➢ 参画事業者全てが組合員の場合、「活動証明確認書」の添付は不要です。

活動証明確認書イメージ

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－２ 活動証明確認書（任意様式）

書類準備時の留意事項

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください
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交付申請の手引き

➢ 法人の場合

• 履歴事項全部証明書をご提出ください。
• 詳細については、『４－２－１ 実在証明書（履歴事項全部証明書）』と同様ですので、P.62

をご参照ください。

➢ 個人の場合

本人確認書類は以下のいずれかを添付してください。

☑ 運転免許証（申請日が有効期限内であること）

※裏面に記載がある場合は裏面も提出してください。

☑ 運転経歴証明書

☑ 住民票（申請日時点で発行日から３か月以内であること）

提出にあたっては以下注意点をご確認ください。

☑ 原則マイナンバーが記載されていない住民票を提出してください。住民票にマイナンバーが記
載されている場合は、マイナンバーを黒塗りにする等して判別できないようにしてください。

☑ 免許証をスキャンすると文字が不鮮明になることがあります。必ず、全ての項目の文字が読める

ことを確認してください。※有効期限も必要項目です。

☑ 免許証の裏面に記載がある場合は、裏面もあわせて提出してください。

☑ 本人確認書類が外国人名で書かれており、納税証明書又は確定申告書が通称名で書かれている
等、通称名がある場合、通称名が申請者本人であることがわかるよう、両方の名前が書かれた書
類を本人確認書類とあわせて提出してください。

☑ 納税証明書又は確定申告書が旧姓である場合も、旧姓と現在の氏名が書かれた書類を本人確
認書類とあわせて提出してください。

イメージ

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－３ 実在証明書（履歴事項全部証明書） /本人確認書類

書類準備時の留意事項

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください

イメージ

代表事業者が公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」にある

(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）に該当しない場合において、個人事業主の参画事業者に提出い

ただく本人確認書類、および事業継続確認書類は、交付申請提出後に提出いただきます。あらか

じめ「交付申請最終確認画面」の備考欄に「システム上添付できない」と記載した上で、交付申請

を提出してください。詳細はP.27を参照してください。
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交付申請の手引き

➢ 法人の場合

• 法人税納税証明書をご提出ください。

• 詳細については、『４－２－２ 事業継続確認書類（法人納税証明書）』と同様ですので、
P.63をご参照ください。

➢ 個人の場合

• 個人事業主の場合、以下2種類の書類の添付が必要です。

① 納税証明書（「その1」もしくは「その2」）

• 詳細については、『４－２－２ 事業継続確認書類（法人納税証明書）』と同様ですの
で、 P.63をご参照ください。

② 税務署が受領した直近分の確定申告書の控え

• 詳細については、次ページの P.６9、P.70をご参照ください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－４ 事業継続確認書類

書類準備時の留意事項

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください

代表事業者が公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」にある

(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）に該当しない場合において、個人事業主の参画事業者に提出い

ただく本人確認書類、および事業継続確認書類は、交付申請提出後に提出いただきます。あらか

じめ「交付申請最終確認画面」の備考欄に「システム上添付できない」と記載した上で、交付申請

を提出してください。詳細はP.27を参照してください。
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交付申請の手引き

➢ 個人の場合
• 個人事業主の場合、以下2種類の書類の添付が必要となります。

① 納税証明書（「その1」もしくは「その2」）
② 税務署が受領した直近分の確定申告書の控え

提出にあたっては以下の要件をすべて満たしていることをご確認ください。

☑ 確定申告書であること

☑ 令和５年分であること
※ただし、やむを得ない事情がある場合に限り令和４年分の提出も可とする。

☑ 税務署が受領していることがわかること

以下、3点のいずれかにより受領が確認できること

I. 「確定申告書 第一表の控え」に収受日付印が押印されていること
※税理士（税理士法人を含む）の印のみが押印された書類は適切な添付資料として取り扱わない

II. 「確定申告書 第一表の控え」に受付番号と受付日時が印字されていること

III. 「確定申告書 第一表の控え」と「受信通知（メール詳細）」が添付できること

※該当しない項目がある場合や受領の確認ができない場合、有効な書類と認められません。

• Ⅰ.～Ⅲ.の方法で受領が確認できない場合は、提出する「確定申告書 第一表の控え」と「確定申告

書第一表の控えと同一年度の納税証明書（その２ 所得金額用）」を提出することで審査に必要な

書類を充足することができます。その場合、納税証明書の添付の際には、納税証明書（その２ 所

得金額用）を添付してください。（詳細については次ページをご参照ください。）

• 所属する青色申告会による「IT導入補助金における青色申告会の収受日付印にかかる確認書※」

をお持ちの場合は、申請時に当該確認書をあわせて添付いただくことで、青色申告会による収受

日付印を税務署の収受日付印とみなすことができます。

※その青色申告会で収受日付印を押した確定申告書を全て税務署に提出していること等を証明す

る書類となります。詳細は所属する青色申告会にお問い合わせください。

• マイナンバーは黒塗りにする等して、判別できないようにしてください。

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－４ 事業継続確認書類（個人事業主のみ2種類）

書類準備時の留意事項

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください

代表事業者が公募要領「２－２－１ 申請の対象となる事業者及び申請の要件」にある

(２)代表事業者ア）（ⅱ）（ⅲ）（ⅳ）に該当しない場合において、個人事業主の参画事業者に提出い

ただく本人確認書類、および事業継続確認書類は、交付申請提出後に提出いただきます。あらか

じめ「交付申請最終確認画面」の備考欄に「システム上添付できない」と記載した上で、交付申請

を提出してください。詳細はP.27を参照してください。

確定

令和4年分の確定申告書（の控え）であること

マイナンバーが記載されている場合は、マイナ
ンバーを黒塗りにする等して判別できないよ
うにしてください。

5

イメージ

6
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以下Ⅰ.～Ⅲ.のいずれかにより受領が確認できる必要があります。

I. 税務署の受領印にて受領が確認できる

II. 受付日時、受付番号により電子申告したことが確認できる

III. 受信通知（メール詳細）を確定申告書の控えと併せて提出できる

イメージ

イメージ

代表事業者 参画事業者補助事業グループ

４－３ 参画事業者として準備する書類

４－３－４ 事業継続確認書類（個人事業主のみ2種類）

書類準備時の留意事項

※参画事業者の提出書類は、代表事業者が該当する要件や、参画事業者の法人/個人事業主の別によって異
なるため、作成前にP.64を必ずご確認ください

イメージ

55

5 5

24

24

5

イメージ

イメージ

イメージ
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各提出書類毎に、参画事業者の書類をPDF形式にてまとめたうえで、申請マイページの書類添付欄に

提出をお願いいたします。

申請者は、規定様式「様式１」のNo.を、各書類の左上に記入してください。

1 株式会社申請者

履歴事項全部証明書

1 株式会社申請者

納税証明書

２ 申請太郎

確定申告書

２ 申請太郎

身分証明書

２ 申請太郎

納税証明書

イメージ

参画事業者毎に、各書類へ付番してください。1

４－４ 各提出書類のまとめ方
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提出書類毎に全参画事業者の書類を取りまとめたうえで、一つのPDFに結合してください。

履歴事項全部証明書

履歴事項全部証明書

履歴事項全部証明書

1 株式会社申請者

履歴事項全部証明書

納税証明書

納税証明書

納税証明書

1 株式会社申請者

納税証明書

確定申告書

確定申告書

確定申告書

２ 申請太郎

確定申告書・・・

PDF
ファイル

履歴事項全部証明書

PDF
ファイル

PDF
ファイル

納税証明書 確定申告書

・・・

各PDFのファイル名を、以下の通りに変更してください。

事業体 証憑 指定のファイル名

法人
履歴事項全部証明書 （補助事業グループ名）_h.jitsuzai

納税証明書 （補助事業グループ名）_h.keizoku

個人事業主

身分証明書 （補助事業グループ名）_k.jitsuzai

納税証明書 （補助事業グループ名）_k.keizoku.nouzei

確定申告書 （補助事業グループ名）_k.keizoku.kakutei

４－４ 各提出書類のまとめ方

提出書類毎にPDF形式で結合してください。２

各PDFファイル名を変更してください。３
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交付申請の手引き

1. お問い合わせ
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交付申請の手引き

５－１ お問い合わせ

５. お問い合わせ

お問合せは下記連絡先までお願いいたします。

サービス等生産性向上IT導入支援事業コールセンター

0570-666-３７６ 0４２-3１33-３２７２
（通話料がかかります）

受付時間 ９時３０分 ～ １７時３０分（土曜・日曜・祝日を除く）

※電話番号はお間違えのないようにお願いいたします。

※電話が大変混み合っております。

恐れ入りますが、繋がらない場合は、しばらくたってからおかけ直してください。

https://it-shien.smrj.go.jp

IT導入補助金HP

原則様式や添付証憑は申請マイページより提出いただきますが、システムによる提出が
困難な場合は、以下の連絡先にお問い合わせいただき、事務局の指示に従ってご提出を
お願いいたします。

➢ 事務局アドレス：fukusuu@it-shien.smrj.go.jp
➢ メール送付時の件名：【ＩＴ複数社類型】（補助事業グループ名）_（事業者名）

※添付証憑の提出にあたり、代表事業者を通さず参画事業者が個別に書類を提出した
い場合は、代表事業者を通じて事務局へ連絡を行い、事務局からの案内に従い送付
すること。

※複数社連携ＩＴ導入類型以外のお問合せは、本メールではお受けできません。

https://it-shien.smrj.go.jp/
mailto:fukusuu@it-shien.smrj.go.jp
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改訂履歴

日付 改訂箇所 改訂内容

202４年２月１５日 ー ◼ 新規作成

２０２４年３月１日 P.３９，６０，61 ◼ 各種様式のダウンロード手順を修正

２０２４年３月６日 P.１３ ◼ gBizID変更時の補足説明を記載
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